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議第　　号

　（総　則）

第１条　平成２８年度高山市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１） 給 水 件 数 ３３，０００ 件

　（２） 年 間 総 給 水 量 １２，６６９，０００ ㎥

　（３） 一 日 平 均 給 水 量 ３４，７１０ ㎥

　（４） 主 要 な 建 設 改 良 事 業 費 １，０５９，８３６ 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　入　

　第１款　水　道　事　業　収　益 ２，１６０，７００ 千円

　　第１項　営　業　収　益 １，８０３，４４０ 千円

　　第２項　営　業　外　収　益 ３５７，２６０ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出　

　第１款　水　道　事　業　費　用 １，８６５，６００ 千円

　　第１項　営　業　費　用 １，６４９，３７２ 千円

　　第２項　営　業　外　費　用 ２０６，２２８ 千円

　　第３項　予　備　費 １０，０００ 千円

平成２８年度　高山市水道事業会計予算



　的収支調整額３７，８１８千円及び減債積立金３９０，９１８千円で補てんするものとする。）。

　第１款　資　本　的　収　入 ３５３，９００ 千円

　　第１項　工　事　負　担　金 ４８，８００ 千円

５，１００ 千円

３００，０００ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　出

　第１款　資　本　的　支　出 １，５５３，３００ 千円

　　第１項　建　設　改　良　費 １，０５９，８３６ 千円

　　第２項　企　業　債　償　還　金 ４９３，４６４ 千円

　　第２項　国　庫　補　助　金

　（資本的収入及び支出）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　入

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１,１９９，４０

　０千円は、過年度分損益勘定留保資金４６,５６６千円、当年度分損益勘定留保資金７２４，０９８千円、当年度分消費税資本

　　第３項　企　業　債

　（企　業　債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率

３００，０００千円
普通貸借又は

証 券 発 行

  ４．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行った後にお
いては、当該見直し
後の利率）

　政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合に
は、借入先と協定し、その条件に
従うものとする。ただし、企業財
政の都合により、据置期間及び償
還期限を短縮し、もしくは、繰上
償還又は低利に借換えすることが
できる。

償還の方法

原水及び浄水施設費、配水
施設拡張費及び施設改良費



　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　（１）消　費　税

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　（１）職　員　給　与　費 千円

　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、１４，０００千円と定める。

　　　平成２８年２月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　高山市長　　　國　島　　芳　明

２０１,４４４
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（単位：千円）

 1. 水道事業収益 2,160,700 [内　消費税額　132,470]

 1. 営業収益 1,803,440 [内　消費税額　132,466]

 1. 給水収益 1,780,000 水道料金

 2. その他営業収益 23,440 給水収益以外の営業収益

 2. 営業外収益 357,260 [内　消費税額　4]

 1. 受取利息及び配当金 5,010 預金等の利息

 2. 長期前受金戻入 184,280 長期前受金の収益化

 3. 雑収益 167,970 水道事業負担金等

平成２８年度　高山市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 水道事業費用 1,865,600 [内　消費税額　39,615]

 1. 営業費用 1,649,372 [内　消費税額　38,874]

 1. 原水及び浄水費 447,257 原水の取水設備、浄水設備及び計量設備の維持管理に要する費用

 2. 配水及び給水費 140,446 配水管、配水に係る設備、給水設備、量水器の維持管理及び漏水

防止作業に要する費用

 3. 総係費 153,191 料金の調定、収納及び検針その他の事務に要する費用並びに事業

全般に要する費用

 4. 減価償却費 865,398 固定資産の減価償却費

 5. 資産減耗費 42,980 有形固定資産除却費及びたな卸資産減耗費

 6. その他営業費用 100 材料売却原価等

 2. 営業外費用 206,228

 1. 支払利息及び企業債 151,878 企業債利息等

取扱諸費

 2. 消費税 54,000

 3. 雑支出 350 不用品売却原価等

 3. 予備費 10,000 [内　消費税額　741]

 1. 予備費 10,000

支　　　　　　　　出

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 資本的収入 353,900 [内　消費税額　1,555]

 1. 工事負担金 48,800 [内　消費税額　1,555]

 1. 工事負担金 48,800 建設又は改良工事に対する負担金

 2. 国庫補助金 5,100

 1. 国庫補助金 5,100

 3. 企業債 300,000

 1. 企業債 300,000

資本的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 資本的支出 1,553,300 [内　消費税額　66,145]

 1. 建設改良費 1,059,836 [内　消費税額　66,145]

 1. 原水及び浄水施設費 442,233

 2. 配水施設拡張費 114,034

 3. 施設改良費 461,569

 4. 営業設備費 4,000

 5. 有形固定資産購入費 38,000

 2. 企業債償還金 493,464

 1. 企業債償還金 493,464

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

支　　　　　　　　出



１．業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

　　当年度純利益 256,245

　　減価償却費 865,398

　　固定資産除却費 41,980

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,700

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 221

　　長期前受金戻入 △ 184,280

　　受取利息及び配当金 △ 5,010

　　支払利息及び企業債取扱諸費 151,878

　　未収金の増減額（△は増加） 33,394

　　未払金の増減額（△は減少） 152,198

　　たな卸資産の増減額（△は増加） 837

　　小計 1,315,561

　　利息及び配当金の受取額 5,010

　　利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 151,878

　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,168,693

平成２８年度高山市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）



２．投資活動によるキャッシュ･フロー 千円

　　有形固定資産の取得による支出 △ 993,691

　　工事負担金等による収入 52,345

　投資活動によるキャッシュ･フロー △ 941,346

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 300,000

　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 493,464

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 193,464

　資金増減額 33,883

　資金期首残高 2,381,988

　資金期末残高 2,415,871



特別職 一般職

人 （-）人

4       19

（-）  

0        7

（-）  

4       26

（-）  

4       19

（-）  

0        7

（-）  

4       26

（-）  

0        0

（-）  

0        0

（-）  

0        0

区    　  分

本   年   度

前   年   度

比    　  較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　計

0

110

110

手 当 の 内 訳

0

前
 
年
 
度

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　計

△ 372

5,106

551 38

25,842 14,915 24

千円

25,671 1,982

千円 千円

△ 205 581 376 109 485

△ 437 △ 187 219

4,734 1,566 1,966 3,488 1,449

千円 千円 千円

住居手当

1,944

15,466

千円

0966 408 △ 9 13 △ 171

24

600 1,558 3,497 1,436

本
 
年
 
度

110 81,861

110 108,469

資本勘定支弁職員

合　　　計

損益勘定支弁職員

0 26,608

千円 千円

82,298 41,013 123,421

0

164,925

843 406

扶養手当

109,111

26,813 13,909 40,722

△ 642 1,424 782

　（注）（　）内は、再任用短時間勤務職員数を外数で表示。

期末手当管理職手当
時間外勤務
手　　　当

通勤手当

54,922 164,143 36,597 200,740

0

△ 78 704

千円 千円

管理職員特
別勤務手当

勤勉手当 寒冷地手当

千円 千円

9,224

36,519

9,115 49,837

14,490 41,098

千円 千円

27,295 151,122123,82741,856

56,346 201,444

27,482 150,903

50,322

給  　　　　　　与  　　　　　　費
法 定 福 利 費 合     計 備     考

　給　　与　　費　　明　　細　　書

職　員　数
区　  　　分

１．総　　括

報    酬 給    料 手    当 計



千円 千円 千円

給     料 △ 642  1.給与改定に伴う増減分 13 13   給与改定の状況

  　前  年  度   給料の改定率   　 0.37％

 　　　 　　　   給与の改定実施月  　 4月

   

 2.昇給に伴う増加分 5 5

 3.その他の増減分 △ 660

△ 660

手     当 1,424  1.制度改正に伴う増減分 954 勤勉手当 954

 2.その他の増減分 470 扶養手当 △ 372
住居手当 966
通勤手当 408
時間外勤務手当 △ 9
管理職手当 13
期末手当 △ 171
勤勉手当 △ 403
寒冷地手当 38

職員異動給料差等

２．給料及び手当の増減額の明細

区     分 増 減 額  増  減  事  由  別  内  訳 説        明 備　　　　　　　　考



平成28年4月1日現在

平成27年4月1日現在

（２）　初　任　給 

高　　 　校　 　　卒 144,600

大　 　　学　 　　卒 176,700 176,700

144,600

一 般 会 計 の 制 度
区　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額　 （円）

一 般 行 政 職 (円)
備　　　　　　　　考企  業　職 　(円)

平 均 給 与 月 額　 （円）

平 均 年 齢　       （歳）

348,725

376,599

46.96

346,438

374,846

45.19平 均 年 齢　       （歳）

平 均 給 料 月 額　 （円）

平 均 給 与 月 額　 （円）

３．給料及び手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

区                         分 備              考企 業 職



( － )

( － )

 　 ( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

 　 ( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

区　　　　　　　　分 7級

平成28年4月1日現在

平成27年4月1日現在

主  事　補企　　業　　職 部      長 課      長 主      幹

6級 5級 4級

1 3.8 ( － )

　（注）（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る職員数及び構成比を外数で表示。

主      査 主      任 主      事

3級 2級 1級 備　　　考

 　　　（級別の標準的な職務内容）

計 26 100.0 ( － )

1級

3級 2 7.8 ( － )

2級 1 3.8 ( － )

4級 16 61.6 ( － )

5級 4 15.4 ( － )

計 26 100.0 ( － )

6級 1 3.8 ( － )

7級 1 3.8 ( － )

1級 0 0.0 ( － )

2級 1 3.8 ( － )

3級 1 3.8 ( － )

4級 19 73.2 ( － )

5級 3 11.6 ( － )

6級 1 3.8 ( － )

（３）　級　別　職　員　数

企　　　　業　　　　職
区　　　　　　　　分

級 職員数 (人) 構成比 (%)

7級 1 3.8 ( － )

備　　　　　　 考



企　業　職 備　　  　　考

26

22

 1号給(人) 1

 2号給(人) 0

 3号給(人) 0

 4号給(人) 16

 5号給(人) 0

 6号給(人) 4

 7号給(人) 0

 8号給(人) 1

84.6

26

16

 1号給(人) 1

 2号給(人) 0

 3号給(人) 0

 4号給(人) 11

 5号給(人) 0

 6号給(人) 3

 7号給(人) 0

 8号給(人) 1

61.5

（４）　昇　給　

 　 職    員    数（Ａ）（人）

 　 昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

区　　　　　　　　　　　　　　　分

 　 比　率    （Ｂ）／（Ａ） (%)

本　　年　  度
号 給 数 別 内 訳

前　　年　  度

 　 昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

 　 比　率    （Ｂ）／（Ａ） (%)

 　 職    員    数（Ａ）（人）

号 給 数 別 内 訳



区　　  　　分
最高限度

　　　　(月分）

支   給   率　 (%)

支給対象職員数  (人)

－

25.55625 34.5825

－

一般会計の制度 (支給率等) 49.59 49.59
定 年 前 早 期 退 職 特 例
措置（2％～45％加算）

－

一 般 会 計 の 制 度
（1.025）

2.025

（1.175）

2.175

　（注）　（　）内は、再任用短時間勤務職員の支給率を表示。

（2.20）

4.20

20年勤続の者
　　　　(月分）

有

25年勤続の者
　　　　(月分）

35年勤続の者
　　　　(月分）

（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

 その他の加算措置等 備　　　　　考

－－支   給   率   等

（2.20）

4.20
有

前 年 度
（1.00） 

1.975

（1.15） 

2.125

本 年 度
（1.025）

2.025

（1.175）

2.175

（７）　地域手当

（５）　期末手当・勤勉手当

支  給  期  別  支  給  率 支  給  率  計 職制上の段階、職務の
区　  　　分 備　　　　考

（ 月  分 ） 級等による加算措置6月（月分） 12月（月分）

（2.15）

4.10
有

－ －



区　　  　　分

扶    養    手    当

住    居    手    当

通    勤    手    当

支給対象職員の比率  (%) －

（９）　その他の手当

同　　　じ  

代表的な特殊勤務手当の名称

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

同　　　じ

同　　　じ

（８）　特殊勤務手当

区              分 全      職      種 備　　　　　　　　　　　　　　　考

給料総額に対する比率  (%) －



１．固定資産 千円 千円 千円 千円
（１）有形固定資産
　　イ　土地 1,183,468
　　ロ　建物 1,383,427
　　　　減価償却累計額 △ 688,286 695,141
　　ハ　構築物 33,387,188
　　　　減価償却累計額 △ 15,835,833 17,551,355
　　ニ　機械及び装置 6,164,682
　　　　減価償却累計額 △ 4,714,134 1,450,548
　　ホ　車両運搬具 6,486
　　　　減価償却累計額 △ 6,163 323
　　ヘ　工具、器具及び備品 51,481
　　　　減価償却累計額 △ 47,951 3,530
　　ト　建設仮勘定 464,036
　　　有形固定資産合計 21,348,401
（２）無形固定資産
　　イ　水利権 2,115
　　ロ　施設利用権 42
　　　無形固定資産合計 2,157
　　　固定資産合計 21,350,558
２．流動資産
（１）現金・預金 2,415,871
（２）未収金 192,867
　　　貸倒引当金 △ 19,547 173,320
（３）貯蔵品 11,276
（４）その他流動資産 1,000
　　　流動資産合計 2,601,467
　　　資産合計 23,952,025

平成２８年度高山市水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（平成２９年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



３．固定負債 千円 千円 千円 千円
（１）企業債 6,533,792
（２）引当金
　　イ　修繕引当金 4,000
　　　固定負債合計 6,537,792
４．流動負債
（１）企業債 475,506
（２）未払金 346,975
（３）引当金
　　イ　賞与等引当金 11,842
（４）その他流動負債 1,000
　　　流動負債合計 835,323
５．繰延収益
（１）長期前受金 8,674,847
　　　長期前受金収益化累計額 △ 4,157,858
　　　繰延収益合計 4,516,989
　　　負債合計 11,890,104

６．資本金
（１）資本金 9,545,704
　　　資本金合計 9,545,704
７．剰余金
（１）資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 22,558
　　　資本剰余金合計 22,558
（２）利益剰余金
　　イ　減債積立金 1,012,399
　　ロ　建設改良積立金 834,097
　　ハ　当年度未処分利益剰余金 647,163
　　　利益剰余金合計 2,493,659
　　　剰余金合計 2,516,217
　　　資本合計 12,061,921
　　　負債資本合計 23,952,025

資　　　　本　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部



１．営業収益 千円 千円 千円

　（１）給水収益 1,651,852

　（２）その他営業収益 23,259 1,675,111

２．営業費用

　（１）原水及び浄水費 413,327

　（２）配水及び給水費 134,449

　（３）総係費 153,099

　（４）減価償却費 863,875

　（５）資産減耗費 50,150

　（６）その他営業費用 96 1,614,996

　　　営業利益 60,115

３．営業外収益

　（１）受取利息及び配当金 5,010

　（２）長期前受金戻入 192,080

　（３）雑収益 183,446 380,536

平成２７年度高山市水道事業損益計算書（前年度分）

　（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）



４．営業外費用 千円 千円 千円

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 161,925

　（２）雑支出 350 162,275 218,261

　　　経常利益 278,376

５．特別損失

　（１）その他特別損失 9,100 9,100 △ 9,100

６．予備費

　（１）予備費 9,259 9,259 △ 9,259

　　　当年度純利益 260,017

　　　前年度未処分利益剰余金 0

　　　その他の未処分利益剰余金変動額 0

　　　当年度未処分利益剰余金 260,017



１．固定資産 千円 千円 千円 千円
（１）有形固定資産
　　イ　土地 1,147,868
　　ロ　建物 1,381,205
　　　　減価償却累計額 △ 657,847 723,358
　　ハ　構築物 33,042,312
　　　　減価償却累計額 △ 15,243,562 17,798,750
　　ニ　機械及び装置 6,203,051
　　　　減価償却累計額 △ 4,675,666 1,527,385
　　ホ　車両運搬具 9,046
　　　　減価償却累計額 △ 8,593 453
　　ヘ　工具、器具及び備品 51,481
　　　　減価償却累計額 △ 47,856 3,625
　　ト　建設仮勘定 60,304
　　　有形固定資産合計 21,261,743
（２）無形固定資産
　　イ　水利権 2,445
　　ロ　施設利用権 57
　　　無形固定資産合計 2,502
　　　固定資産合計 21,264,245
２．流動資産
（１）現金・預金 2,381,988
（２）未収金 226,261
　　　貸倒引当金 △ 16,847 209,414
（３）貯蔵品 12,113
（４）その他流動資産 1,000
　　　流動資産合計 2,604,515
　　　資産合計 23,868,760

平成２７年度高山市水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（平成２８年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



３．固定負債 千円 千円 千円 千円
（１）企業債 6,709,298
（２）引当金
　　イ　修繕引当金 4,000
　　　固定負債合計 6,713,298
４．流動負債
（１）企業債 493,464
（２）未払金 194,777
（３）引当金
　　イ　賞与等引当金 11,621
（４）その他流動負債 1,000
　　　流動負債合計 700,862
５．繰延収益
（１）長期前受金 8,649,249
　　　長期前受金収益化累計額 △ 4,000,325
　　　繰延収益合計 4,648,924
　　　負債合計 12,063,084

６．資本金
（１）資本金 9,545,704
　　　資本金合計 9,545,704
７．剰余金
（１）資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 22,558
　　　資本剰余金合計 22,558
（２）利益剰余金
　　イ　減債積立金 1,243,300
　　ロ　建設改良積立金 734,097
　　ハ　当年度未処分利益剰余金 260,017
　　　利益剰余金合計 2,237,414
　　　剰余金合計 2,259,972
　　　資本合計 11,805,676
　　　負債資本合計 23,868,760

資　　　　本　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部



注記 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

・減価償却の方法   定額法による。 

・主な耐用年数 

建物        １５～５０年 

構築物       ４０年 

機械及び装置    １０～１５年 

車両運搬具     ４～５年 

工具、器具及び備品 ５～１５年 

(2) 無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

水利権       ２０年 

２ 引当金の計上方法 

(1) 退職給付引当金 

職員の退職手当は、高山市一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

(2) 賞与等引当金 

職員の期末手当並びに勤勉手当及びその手当に係る共済組合負担金の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。 

(3) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒懸念債権等の回収不能見込額を計上している。 

 



３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、高山市一般会

計が負担すると見込まれる額は１，７２６，２６８千円である。 

２ 引当金の取崩し 

(1) 賞与等引当金の取崩し 

当年度において、期末手当並びに勤勉手当及びその手当に係る共済組合負担金を支出するため、賞与等引当金１１，６２１千

円を取崩す。 

 

 

 

 

 

 



（単位：千円）

金　　額

 1. 水道事業収益 2,160,700 2,188,400 △27,700 [内　消費税額　132,470]

 1. 営業収益 1,803,440 1,807,860 △4,420 [内　消費税額　132,466]

 1. 給水収益 1,780,000 1,784,000 △4,000  1. 水道料金 1,780,000

 2. その他営業収益 23,440 23,860 △420  1. 手数料 2,310 工事検査手数料 1,200

再開栓手数料 1,100

指定工事店手数料 10

 2. 他会計負担金 21,030 水利施設維持管理負担金 8,550

下水道使用料事務負担金 7,360

農業集落排水使用料事務負担金 840

管理事務費負担金 4,280

 3. 雑収益 100

 2. 営業外収益 357,260 380,540 △23,280 [内　消費税額　4]

 1. 受取利息及び配当金 5,010 5,010 0  1. 預金利息 5,000

 2. 貸付金利息 10

 2. 長期前受金戻入 184,280 192,080 △7,800  1. 長期前受金戻入 184,280

 3. 雑収益 167,970 183,450 △15,480  1. 不用品売却収益 50

 2. その他雑収益 167,920 水道事業負担金等 167,920

比　　較前　年　度本　年　度目

平成２８年度　高山市水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

項款 説　　　　　明
節

区 分



（単位：千円）

金　　額

 1. 水道事業費用 1,865,600 1,913,100 △47,500 [内　消費税額　39,615]

 1. 営業費用 1,649,372 1,653,725 △4,353 [内　消費税額　38,874]

 1. 原水及び浄水費 447,257 444,176 3,081  1. 給料 13,348 企業職　 ３人

 2. 手当 4,593 扶養手当 390

通勤手当 160

時間外勤務手当 420

期末手当 2,149

勤勉手当 1,245

寒冷地手当 229

 3. 賞与等引当金繰入額 1,909

 5. 報酬 110 水源地域保全審議会委員報酬 ４人

 6. 法定福利費 4,055 共済組合負担金 4,055

 7. 旅費 175 費用弁償 175

 8. 退職給付費 2,003 職員退職手当基金積立負担金 2,003

 12. 備消品費 50 消耗品費 50

 13. 燃料費 460 自動車用燃料費 460

 19. 委託料 388,820 水質検査等委託料 20,880

指定管理業務委託料 367,940

 20. 手数料 2,150 汚泥処理手数料 2,100

検査等手数料 50

 21. 賃借料 1,219 土地借上料 416

自動車借上料 670

電算機器等借上料 133

 22. 修繕費 28,100 機械修繕費 10,000

浄水場等施設修繕費 18,000

自動車修繕費 100

 33. 負担金 255 丹生川ダム施設管理負担金 255

区 分

支　　　　　　　　出

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　明



金　　額

 38. 雑費 10 その他雑費 10

 2. 配水及び給水費 140,446 139,236 1,210  1. 給料 32,597 企業職　 ８人

 2. 手当 12,646 扶養手当 840

住居手当 642

通勤手当 304

時間外勤務手当 1,139

期末手当 5,229

勤勉手当 3,045

寒冷地手当 532

児童手当 915

 3. 賞与等引当金繰入額 4,613

 6. 法定福利費 9,993 共済組合負担金 9,993

 8. 退職給付費 4,890 職員退職手当基金積立負担金 4,890

 12. 備消品費 1,060 消耗品費 810

工事用消耗器材費 250

 13. 燃料費 970 自動車用燃料費 970

 16. 印刷製本費 300

 19. 委託料 19,350 量水器取替業務等委託料 19,350

 20. 手数料 20 自動車点検手数料 20

 21. 賃借料 1,697 土地借上料 468

自動車借上料 1,207

機械器具借上料 22

 22. 修繕費 50,200 量水器修繕費 11,000

配水管等修繕費 39,000

自動車修繕費 200

 29. 材料費 2,000 工事用材料費 1,300

庫出材料費 700

 30. 補償金 100

 38. 雑費 10 その他雑費 10

 3. 総係費 153,191 156,188 △2,997  1. 給料 35,916 企業職 ８人

 2. 手当 16,009 扶養手当 1,944

住居手当 324

通勤手当 567

説　　　　　明款 項 目
区 分

本　年　度 前　年　度 比　　較
節



時間外勤務手当 1,120

管理職手当 1,449

管理職員特別勤務手当 24

期末手当 5,900

勤勉手当 3,565

寒冷地手当 636

児童手当 480

 3. 賞与等引当金繰入額 5,320

 6. 法定福利費 11,408 共済組合負担金 11,408

 7. 旅費 200 普通旅費 200

 8. 退職給付費 5,388 職員退職手当基金積立負担金 5,388

 11. 被服費 50

 12. 備消品費 1,500 消耗品費 1,500

 16. 印刷製本費 3,400

 17. 通信運搬費 4,340 郵便料等 4,340

 19. 委託料 57,120 検針委託料 34,500

電算委託料 3,400

機械器具保守点検等委託料 4,620

当番業務委託料 8,100

給水申請業務委託料 6,500

 20. 手数料 3,970 口座振替手数料 3,950

諸手数料 20

 21. 賃借料 3,375 機械器具借上料 3,375

 30. 補償金 100

 31. 研修費 200

 33. 負担金 350 日本水道協会負担金 335

下切町町内会負担金 15

 34. 保険料 1,775 自動車保険料 165

損害賠償任意保険料 695

火災保険料 534

検針員傷害保険料 381

 36. 貸倒引当金繰入額 2,700

 38. 雑費 70 公租公課費 20

その他雑費 50



金　　額

 4. 減価償却費 865,398 863,875 1,523  1. 有形固定資産減価償 865,053 建物 30,439

却費 構築物 671,371

機械及び装置 163,148

工具、器具及び備品 95

 2. 無形固定資産減価償 345 水利権 330

却費 施設利用権 15

 5. 資産減耗費 42,980 50,150 △7,170  1. 固定資産除却費 41,980 構築物 27,180

機械及び装置 14,670

車両運搬具 130

 2. たな卸資産減耗費 1,000

 6. その他営業費用 100 100 0  1. 材料売却原価 50

 2. 雑支出 50

 2. 営業外費用 206,228 240,275 △34,047

 1. 支払利息及び企業債取 151,878 161,925 △10,047  1. 企業債利息 150,878

扱諸費  2. 借入金利息 1,000

 2. 消費税 54,000 78,000 △24,000  1. 消費税 54,000

 3. 雑支出 350 350 0  1. 不用品売却原価 50

 2. その他雑支出 300

 3. 予備費 10,000 10,000 0 [内　消費税額　741]

 1. 予備費 10,000 10,000 0

特別損失 0 9,100 △9,100

その他特別損失 0 9,100 △9,100

説　　　　　明
区 分

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節



（単位：千円）

金　　額

 1. 資本的収入 353,900 344,000 9,900 [内　消費税額　1,555]

 1. 工事負担金 48,800 44,000 4,800 [内　消費税額　1,555]

 1. 工事負担金 48,800 44,000 4,800  1. 工事負担金 48,800 配水管増強工事負担金 15,000

下水道等工事負担金 27,000

未給水地区解消工事負担金 6,000

消火栓設置負担金 800

 2. 国庫補助金 5,100 0 5,100

 1. 国庫補助金 5,100 0 5,100  1. 国庫補助金 5,100

 3. 企業債 300,000 300,000 0

 1. 企業債 300,000 300,000 0  1. 企業債 300,000 上水道事業債 300,000

比　　較
節

説　　　　　明
区 分

資本的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 本　年　度 前　年　度



（単位：千円）

金　　額

 1. 資本的支出 1,553,300 1,089,800 463,500 [内　消費税額　66,145]

 1. 建設改良費 1,059,836 603,316 456,520 [内　消費税額　66,145]

 1. 原水及び浄水施設費 442,233 123,924 318,309  1. 給料 7,395 企業職　 ２人

 2. 手当 4,625 扶養手当 390

住居手当 276

通勤手当 365

時間外勤務手当 249

期末手当 1,756

勤勉手当 1,029

寒冷地手当 140

児童手当 420

 6. 法定福利費 2,573 共済組合負担金 2,573

 8. 退職給付費 1,110 職員退職手当基金積立負担金 1,110

 12. 備消品費 100 消耗品費 100

 16. 印刷製本費 200

 19. 委託料 26,000 設計等委託料 26,000

 25. 工事請負費 400,000 取水浄水施設等改良工事費

 30. 補償金 200

 38. 雑費 30 その他雑費 30

 2. 配水施設拡張費 114,034 59,260 54,774  1. 給料 6,865 企業職　 ２人

 2. 手当 4,076 扶養手当 450

通勤手当 120

時間外勤務手当 185

期末手当 1,648

勤勉手当 955

寒冷地手当 178

児童手当 540

 6. 法定福利費 2,256 共済組合負担金 2,256

支　　　　　　　　出

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　明
区 分



 8. 退職給付費 1,030 職員退職手当基金積立負担金 1,030

 12. 備消品費 100 消耗品費 100

 13. 燃料費 20 自動車用燃料費 20

 16. 印刷製本費 200

 20. 手数料 77 自動車点検等手数料 77

 22. 修繕費 100 自動車修繕費 100

 25. 工事請負費 99,000 配水管増強工事費

未給水地区解消工事費

 30. 補償金 300

 38. 雑費 10 その他雑費 10

 3. 施設改良費 461,569 416,132 45,437  1. 給料 12,348 企業職　 ３人

 2. 手当 7,229 扶養手当 720

住居手当 324

通勤手当 450

時間外勤務手当 375

期末手当 2,915

勤勉手当 1,698

寒冷地手当 267

児童手当 480

 6. 法定福利費 4,395 共済組合負担金 4,395

 8. 退職給付費 1,853 職員退職手当基金積立負担金 1,853

 12. 備消品費 100 消耗品費 100

 16. 印刷製本費 200

 19. 委託料 34,330 設計等委託料 34,000

電算委託料 330

 21. 賃借料 126 機械器具借上料 126

 25. 工事請負費 400,800 配水管布設替工事費

消火栓改良工事費

 30. 補償金 100

 33. 負担金 58 配水管橋りょう添架負担金 58

 38. 雑費 30 その他雑費 30



金　　額

 4. 営業設備費 4,000 4,000 0  1. 営業設備費 4,000 庫出量水器 4,000

 5. 有形固定資産購入費 38,000 0 38,000  1. 土地購入費 35,600

 2. 建物購入費 2,400

 2. 企業債償還金 493,464 486,484 6,980

 1. 企業債償還金 493,464 486,484 6,980  1. 元金償還金 493,464

比　　較
節

説　　　　　明
区 分

款 項 目 本　年　度 前　年　度
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